37　育児介護休業に関する規定
第○条（妊娠が判明した従業員に対する措置）

１．妊娠が判明した従業員には、母性保護の観点から、本人の同意を得て別の取り扱いをする。

(1)　配属先について、軽易な業務を希望する場合はそれに応じた異動を命じることがある

(2)　前号を受けて、職務内容の変更が伴う場合、その業務に応じた賃金の変更を行う場合がある

(3)　労働時間について、時差出勤や短時間勤務などの措置を行う

(4)　前号以外の労働時間については、育児介護休業規程第○条（育児休業及び育児短時間勤務）、第○条（介護休業及び介護短時間勤務）並びに第○条（子の看護休暇及び介護休暇）に基づき、従業員の育児・介護休業、子の看護休暇・介護休暇、育児のための所定外労働の制限、育児・介護のための時間外労働・深夜業の制限及び育児・介護短時間勤務等に関する取扱いによるものとする。

(5)　産後休暇又は育児休業から復職した場合、原則従前の職務に復職することを前提とするが、その時点における会社の状況や人員配置の様態において、従前の職務とは異なる場合がある。この場合については、本人の同意を得て行うものとする。

２．前項の従業員は、周囲の従業員に対しての配慮を怠ることなく、調和を十分に考えて対応しなければならない。

第○条（介護休業を行う従業員に対する措置）

１．会社は、要介護状態にある家族を介護する従業員が希望する場合、下記の措置を取ることがある。

(1)　介護休業取得前に、希望する年次有給休暇の取得を促進するなど、現在の職場環境を維持することを元に相談する環境を置く。

(2)　複数回介護休業を繰り返している従業員に対して、継続就業を行うために、仕事と介護休業の両立に関して支援を行う。
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